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はじめに
通信技術の革命的な進歩と経済のグローバル化を背景に、世界でメディア
の影響力が急速に増大している。本稿では、こうしたメディアを通じて行わ
れる国際報道が実際に国際情勢の展開とどう関わっているのか、また今後そ
の関係がどのような方向に進むことになるのか、という問題を検討してみた
い。そのた捌こ、（1）外交政策の立案、執行に携わる人々、すなわち政治
家や官僚など政策担当者たちがこのメディアの変革と影響力をどう認識して
いるのか、あるいはメディアの側がそれをどう考えているのか、（2）これ
まで国際報道が国際関係の展開そのものにどのように関わってきたか、（3）
変革期のメディアがどのような課題に直面しているのか、その中で国際報道
はどんな挑戦に立ち向かわなければならないか、などの諸点を中心に検討す
る。最後にメディアの影響力の限界を探るとともに、技術革新下のメディア
の目指すべき方向を考える。
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第1章　メディアの影響力増大とその背景
（1）通信技術の発達
通信技術の進歩によって報道形態がもっとも大きな変貌を遂げたのは、よ
り正確には遂げつつあると現在進行形でいうべきだが、それは視聴覚メディ
アである。その代表的なものが第一にテレビ、第二にインターネットだ。た
とえば、国際関係の最も暴力的な表われである戦争の報道は、テレビの存在
しなかった時代はもっぱら活字媒体を舞台とする従軍記者およびカメラマン
によって行われた。その場合、戦争の状況に関しては、軍当局の説明、記者
の限られた範囲での目撃情報および取材から得た情報が記者の頭で整理され、
文章化され、さらにそれが多くの場合軍当局の検閲、本社のデスクによる手
直しを経て、最終的に読者の許に届けられる。カメラマンの場合も、基本的
には同様のプロセスを経て、その写真が新開ないし雑誌に掲載される。すな
わち、二重、三重のスクリーニングと加工の過程を経た。
しかしテレビの登場によって戦争報道は一変した。戦場の光景が直接テレ
ビカメラを通じて視聴者の許に送られるようになったからである。テレビに
よる戦場の光景の報道が最初に大規模に行われたのは1960年代からのベトナ
ム戦争だった。ただしこの時期、まだ映像を現場から直接送信する技術がな
かったため、いったん南ベトナムのテレビ局に運んでそこの設備を利用して
送信するという過程を経なければならなかった。つまり撮影の時間と視聴者
がその映像を受け取る時間との間にタイムラグが存在した。
しかし19粥年代に入ると、衛星中継の設備が小型化され、持ち運び可能と
なったため、状況の展開を同時生中継で視聴者に送ることが可能になった。
1991年の湾岸戦争の折、CNNテレビがバグダッドから開戦を告げる空爆の
生々しい映像を世界に生中継したことは世界の多くの人の記憶に新しいエピ
ソードである。
活字メディアにおける写真の場合も、デジタルカメラの出現によって撮影
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した写真をパソコンに取り込んで瞬時に本社に送ることが可能になったため、
テレビのような同時性はないものの、その日の朝刊ないし夕刊に写真を掲載
できるようになった。
このように通信技術の革命的な進歩によって遠い海外からの報道が瞬時に、
しかも映像を通じて直接視聴者の許に届くようになったことは、外交政策に
も多かれ少なかれ影響を与えつつある。外交政策に携わる人々、あるいは携
わったことのある人々も、そのことを確認する発言を行っている。たとえば、
米国でクリントン政権時代に国務長官をつとめたクリストファー氏は宮沢喜
一元首相にこう述懐したという。「ソマリア内戦の研、死亡した米兵をソマ
リア人が引きずり回している映像をテレビが流したことが、米軍撤兵を決定
的にした」2。その宮沢氏はクリストファー氏のことばを披露しながら自らも
「一つの映像が外交政策まで変えてしまう時代になった…電子媒体やテレビ
など映像メディアの台頭で即断重視、狭さが犠牲になる傾向が出てきた」と
の感想を述べている㌔
また、プッシュ（父）政権で国務長官をつとめたベーカー氏は、1989年の
天安門事件の第一報を国務省の報告ではなくCNNテレビの天安門からの生
中継を見ていた息子からの電話で得たというエピソードを、その後の講演会
で明かしている㌔
（2）メディア側の認識
通信技術の進歩の最も顕著な結果がテレビの普及とそれに伴う急速な影響
力の増大であることは、だれも異論があるまい。事実、テレビ報道に携わる
ジャーナリストたちはそのことを十二分に認識し、報道番組制作にあたって
影響力の大きさを強く意識している。その「意識」を端的に示したのが、
1993年のテレビ朝日報道局長（当時）椿貞良民の民放連における発言だった。
この年7月の総選挙で1955年の保守合同いらい38年間、ずっと政権の座に
あった自民党がはじめて敗北して政権を失い、新党、さきがけ、新生党の連
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立政権が生まれた。椿氏は、この政権交代がテレビの報道によって可能にな
った、という趣旨の発言を1993年9月21日の民放連第6回放送番組調査会で
行なったのであるS。この椿発言は、民放連という「仲間内」の場ではあっ
たにせよ、テレビの影響力を意識して政治状況の変化を演出したことを公然
と認めた初めてのケースであった。当時、選挙に破れた自民党側が激昂して
椿氏の国会への証人喚問を求めたため、政治の言論・報道への介入の開題と
して社会的に大きな論議を巻き起こした。しかしメディアとその影響力とい
う観点から見ると、この発言は、テレビという媒体の影響力の大きさをテレ
ビ報道に携わる当事者たちが意識し、かつその影響力を窓意的に利用するこ
とに何ら疑念を持たない心理状況にあったことを暴露している。しかも、こ
うした影響力への「おごり」という点では、椿発言は氷山の一角であって、
多くのテレビジャーナリストもこの意識を共有していたと思われる。
しかし、メディアがもっとも発達したアメリカでは、メディアの内側、特
に活字メディアの一部、また外交問題を研究する学者の中に、こうした増大
するメディアの影響力に対して冷めた見方をする人たちも存在する。たとえ
ば、アメリカの外交専門誌ForeignPolicyに掲載されたメディアと外交政策
の関係に関する二冊の著作を取り上げた書評エッセーに、次のような引用が
ある6。
「巨大メディアの特派員、結集者、出版社は自らをオピニオン・メーキ
ング・エリートとみなしているが、結果的には野心的な政策立案者たちに
うまく利用されているのだ」（Cato研究所国防・外交担当副所長、テッド
・カーペンター博士）
「国務省やペンタゴン（国防総省）の当局者たちは、現代の通信技術は
諸々の国家の相互関係を根本的に変えたと述べている。しかしこれは事実
とちがう。たしかに通信技術の進歩によって発生する事態への反応のスピ
ードを速めざるを待なくなった。しかしパワー・ポリティクスの核心は依
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然として指導者（層）の質であり、それを左右するのはジャーナリズムで
もないし新しい通信技術でもない…世論への影響力についていえば、テ
デイ（セオドア）・ルーズベルトのいう　モ最高指導者の名演説モ、すなわち
大義を掲げ強力な政治的意思を伝える演説はペンの力やプレスより強力
だ」（USAToday紙外信部長、ジョアンナ・ニューマン）
たしかに、メディアが外交に影響をおよぽす力は目前の、つまり短期的な
展開に対してであり、中・長期的な外交政策の形成、遂行に対しては、直接
の大きな影響力は少ないであろう。ただし、メディアは場合によっては世論
を大きく動かすことがあり、こうして変化した世論が外交の長期的な方向に
影響を与えることも、またあり得ることは忘れてはならない。
第2章　国際関係の展開と報道
（1）報道が外交政策に影響を与えた例
◆H本を対露戦に駆り立てたFザ・タイムズj紙のスクープ
日露戦争は日本にとって、明治の近代化に成功して欧米以外の地域から初
の政治的、軍事的パワーとして国際舞台に登場を果たした転機であった。最
近の研究によると、当時の日本を帝政ロシアとの戦争に向かわせるきっかけ
となった要因のひとつは、英Fザ・タイムズj紙の北京特派員、ジョ・一ジ・
アーネストモリソン（豪州国籍）のスクープとその後の一連の報道だった㌔
すなわち、1901年1月3日付けのFザ・タイムズ」紙に、ロシアが清国と、
満州の最重要の省、盛京省をロシアの軍事占領下におくという密約を調印し
たというスクープが掲載された。この報道は世界に衝撃を与え、特にロシア
の東進、満州、朝鮮への進出に神経を尖らせていた日本の世論は沸騰した。
同年1月12目付けの万朝報は「正に来たらんとする一大危機、露国の満州占
領は東亜の和平を撹乱す」と最大級の形容詞を使って警鐘を鳴らした。
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当時東アジアを自国にとって重要な権益の地と考えていた英国は、ロシア
の東進に脅威と警戒を感じていたが、折りLも南アフリカでボーア戦争を戦
っている最中で、ロシアの東進を阻止するべく極東に力を注ぐ余裕がなかっ
た。そこで、同様の危機感を持つ日本に「ロシア阻止」の役割を肩代わりさ
せようと考えた。モリソン自身も同様の考え方を持っていた。たとえば1898
年、rザ・タイムズj紙の同僚で上海特派員のブランドに宛てて次のような
手紙を書いている。
「イギリスは日本に激しい反露感情を焚きつけることを極東政策とすべ
きである…ロシアは何としても押さえるべきだ。東清鉄道の完成を妨害
し、不凍港の獲得・強化を阻止しなければならない…それを日本にやら
せるのだ」8
こうした英国と、対霧警戒心をつのらせる日本とが共通の利害を見出して、
1Ⅸ沼年2月、同盟を結んだのであった。いわゆる第一次日英同盟の締結であ
る。この同盟を心理的拠り所として日本は対露戦争へと突き進んでいった。
その過程で日本をいっそう強く戦争へと突き動かす力を発揮したのが、その
後のrザ・タイムズJ紙上のモリソンの一連の記事だった。
◆米国内のベトナム反戦機運を高めたrニューヨーク・タイムズ」紙のスク
ープ
ケネディ政権の国防長官として米国のベトナム介入に深く関わったマクナ
マラ氏はその後、この介入の先行きに疑念を抱くようになり、介入の経緯を
徹底的に検証するために国防総省内に特別調査チームを編成し、全47巻とい
う膨大な報告書を作成した。その後ニクソン政権時代の1971年6月、Fニュ
ーヨーク・タイムズj紙のニール・シーバン記者はこの報告書を入手、「ペ
ンタゴン・ペーパーズ」として同紙上で長期連載を行なった。米司法省は同
紙に連載中止を求めたが拒否され、連邦最高裁判所に捷許したがこれも結局
退けられた。「ペンタゴン・ペーパーズ」の連載は米世論に大きな反響を竜
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き起こし、ニクソン政権のベトナム離脱政策を、さらに決定的なものにした。
◆北ベトナムを対南総攻撃に跨み切らせたウォーターゲート事件
1972年6月に発覚したニクソン大洗斜こよる民主党全国委貞会の盗聴事件、
いわゆるウォーターゲート事件は議会による大統領弾劾にまで発展し、ニク
ソン大統領はついに辞任に追い込まれた。ニクソン弾劾の世論形成に大きな
影響を与えたのは、rワシントン・ポストj紙のボブ・ウッドワード、カー
ル・バーンスタイン両記者による一連の報道だった。このウォーターゲート
事件の推移に目を凝らして注目していたのが北ベトナムであった。ハノイは
1973年の米国との和平協定調印後、しばらく南への本格的な攻撃を控えてい
た。南に大規模な攻撃を仕掛けると、米国が「和平協定違反」を理由にベト
ナムに再介入してくることを恐れたからだった。しかし、ウォーターゲート
事件で大統領弾劾が現実のものとなったのを見て、ハノイの指導者たちは、
もういかなることがあっても米国はベトナムに戻る余裕はない、と見切って、
南ベトナムへの最終攻勢に踏み切った9。その意味でrワシントン・ポストj
紙のウォーターゲート事件キャンペーンは北ベトナムによる南ベトナム征服
の時期を早める結果となったのである。
（2〉　日本軍部の暴走を許した報道の未熟さ
◆日露戦争の軍事的現実を見抜けなかった日本のメディア
日露戦争を終結させたポーツマス条約で、日本は賠償金なし、サハリンの
南半分割譲のみ、という条件で帝政ロシアとの講和に応じた。日本軍のはな
ばなしい戦果だけを知らされていた日本国民は猛烈に憤慨した。しかし戦争
の現実は、日本の軍事力がすでに限界に連していて、これ以上戦争を継続す
る余力がないというのが実態だった。にもかかわらず政府はあくまでこの実
態を隠し、ジャーナリズムも戦勝の報道のみ流していたので、国民は日本が
ロシアに圧倒的に有利に立っているものと信じこんでいたのである。
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たしかに、戦争継続中は、日本として自らの軍事力の逼迫は極秘事項であ
り、むしろその反対の印象を内外に与えるのが情報戦の常道であったろう。
しかし、戦争終結後のある時点で、政府はそのことを国民に明らかにすべき
だったし、メディアも日本軍の戦力が限界に来ていたことを把握して戦争後
に報道すべきであった。
「情報の欠乏により、日本人は自国の国際的位置および因力に関して正し
い認識を持たなかった・‥ポーツマス条約の真相（日本の戦力とその運用力
が限界に来ていたので賠償なしという屈辱的条件をのまざるを得なかったこ
と）を政府はその後も隠した。国民は国の存亡に関する事実を知る権利があ
るのに、政府もメディアも国民に知らせる義務と努力を怠った」と、前出
r日露戦争を演出した男モリソン」の著者、ウッドハウス咲子はその後書き
で指摘している10。政府が真実を隠し、メディアが無知であったために、国
民は日本の軍事力を過信し、それが世論および軍部のその後の対外強硬論に
つながっていった。そのことが、昭和期に入っての軍部による軍国主義的拡
張機運を阻止し得なかった少なくとも一つの原巨酎こなったといってよいので
はなかろうか。
◆太平洋戦争での敗北
日露戦争から約40年後の太平洋戦争は、日本の大陸進出に対するアメリカ
の対抗策、いわゆる「日本封じ込め」政策に日本が捨て身の反撃を試みて始
まった戦争だった。緒戦ではたしかに戦況は日本軍の優勢裏に展開したが、
そのご米軍の稔力を上げての反攻で日本軍は押し返されていった。しかしメ
ディアは政府と軍の徹底的な情報統制によって正確な戦況を報道せず、むし
ろ戦勝を続けているという政府の宣伝をそのまま伝え、その結果、国民の大
部分は最後まで日本軍の勝利を信じていた。
戦争の最中にあって、国家の戦争努力に水を差す報道は困難ではあるが、
「回民は真実を知る権利がある」こと、「ジャーナリズムは真実を国民に知
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らせる義務がある」という民主主義の「大原則』との調和をはかろうという
努力を、当時の日本のジャーナリズムが怠ったことも確かである。そのゆえ
に軍事的には絶望的に不利な状況に追い込まれても健全な世論の判断は育た
ず、軍部は「一億玉砕」という無謀なスローガンを掲げて戦争続行を試みた。
第3章　国際報道の直面する新しい課題
（1）国際システムの変化
通信技術の革命的進歩と並行して国際報道の主たる対象となる国際情勢も、
構造的な大変化を遂げた。すなわち、第二次世界大戦後の国際関係の基本的
な枠組みであった冷戦－アジアではこれに加えて中ソ対立－が1989年に正式
に終結し、いわゆる「ポスト冷戦」の時代に突入したのである。この変化
は、国際関係に従事する外交当局者、政治家はもちろんのこと、新しい国際
関係の動きを報道するジャーナリストにも、国際間題の理解の仕方と見方の
変革を迫ることになった。この意識転換は、半世紀近く冷戦を前提として国
際情勢を眺め、分析し、報道することに慣れてきたジャーナリストにとって、
きわめて困難であった。とりわけ、冷戦に変わる新しい国際関係の軸がまだ
構築されていないため、この作業は至難の技といえた。
冷戦期以後の複雑な時代を的確に分析するにはどのようなツールを用いれ
ばよいのか。もし世界規模の新しい対立軸が形成されつつあるとすれば、そ
れは何か。冷戦の終結を待っていたかのようににわかに多発する地域紛争の
背景への洞察、世界規模で錯綜するもろもろの利益関係、経済のグローバル
化のもたらす諸問題。さらにはイスラム過激派の国際的テロの藁延という現
象をどう理解するかも、いまだに大問題だ。国際報道に携わるジャーナリス
トはこうした新しい状況に取り組んでいかなければならない。とりわけ次の
国際システムの骨格が形成される段階では、国際報道の担い手は学者や政治
家に先駆けてこれを読み取り、認識し、読者や視聴者に伝える義務を負って
いる。
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（2）グローバル化の進展
経済のグローバル化は、国際社会を構成する各国、各地域の相関関係を極
度に密にした。経済のグローバル化をもたらしたものは二つの要因に絞るこ
とができる。第一は、第二次世界大戦後、諸列強のなかで唯一、戦禍をまぬ
かれた米国が事実上世界の経済を支配する地位を占め、その米国の経済規範
が世界標準なったことである。第二は、通信技術の進歩によって、金融、通
貨をふくめた経済の動きが空間的には国境を越え、かつ時間的には瞬時にそ
の波動を世界に伝播させる時代になったことである。こうして定着した経済
のグローバル化は、政治と安全保障をふくむ国際関係のあらゆる領域にも大
きな変化をもたらした。
経済のグローバル化が国際政治にもたらした新しい要素は、経済的相互依
存の採化による政治的関係への影響である。国際政治の力学において、経済
的要素が従来よりはるかに大きなウェートを占めるようになった。たとえば、
日中関係において小泉純一郎首相の靖国参拝とこれに対する中国側の猛反発
に象徴される政治的関係の冷却化は、かつての国際関係のパターンでは総合
的な対立激化に一直線につながるものだが、いまは「政冷経熱」という形容
詞の示すように、政治的関係は悪くても濃密な経済関係が維持されるという
複雑な状況を現出させている。
このようなグローバル化のさまざまな影響とそれによって生じている国際
関係の新しい様相は、政策立案に携わる当事者一政治家、外務官僚等－はも
ちろん、一般読者や視聴者にとっても理解が困難だが、従来の国際システム、
すなわち既成の国際関係の在り方に慣れたジャーナリストも、ニュースの価
値判断、分析の双方で大きな困難に直面している。ポスト冷戦期の新しい特
徴のひとつは地域紛争の多発だが、そのひとつひとつの背景を理解し、紛争
の帰趨を展望し、その国際的な影響を推し計ることは至難の技といってよい
だろう。また、9／11事件に象徴されたイスラム原理主義内の過激派の国際
的なテロ活動の激化も、その報道に取り組むジャーナリストにとってイスラ
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ム理解からはじまってイスラム世界における原理主義や過激派の成立の背景、
組織構造、分布など、まったく新しい知識とその分析ツールを必要とする対
象となった。残念ながら2005年はじめの段階で世界のジャーナリズムにこう
した能力が十分備わっているとはいえない。
（3）国民意識の内向き傾向
工業化の進んだいわゆる先進国で顕著に見られることだが、生活水準の向
上、つまり豊かになるのと並行して国民の意識が身近な問題に集中し、いわ
ゆる硬派の政治、経済、外交の問題から遠ざかっている傾向が指摘されてい
る。米国の『ニューズウイーク」誌の外報部長は日本の新開とのインタビュ
ーで「1980年代から、カバーストーリーの半分以上は科学技術や文化、健康、
ライフスタイル、芸能、個人投資、年金などが占めるようになった。主要な
ニュースの対象がミ内向きき　になっている。読者調査で外国ニュースに関心
があるかとの質問に、大半のアメリカ人はFないJと答えている」と指摘し
ている11。
また、英国のFオブザーバーj紙日曜版編集長も「いまは個人の関係、つ
まり家族、男女、性モラル、離婚、シングルペアレントといった問題がテー
マの主流だ。こうした話題が特に女性の読者を引き付けている。政府のアジ
ア政策がどうのこうのと書いても売れない。グローバル化が進むにもかかわ
らず読者は世界のことを知ろうとしない」と述べている12。
ただし、この状況は日本ではいささか異なることを拇摘しておかなければ
ならない。
日本新聞協会の調査で興味深い統計がある。日本新聞協会の「2003年全国
メディア接触・評価調査」報告書によると、普段の接触記事ジャンルで国際
・外交の記事を読む読者の割合は男性で35．2％、女性では16．4％で、「全国
新開信頼度総合調査1983年」における「念入りに読む記事」調査の海外ニュ
ースの項が15．7％だったのに比べて倍以上に増加している13。
－8－
（280）
なぜ、日本では欧米とちがった傾向が出ているのか。一つには社会構造の
在り方の違いがその背景にあるだろう。日本の社会は均質的な大衆社会であ
り、この状況を反映してか、新聞に関しては欧米のようにエリート階級ない
し上層階級の読む高級紙とその他の一般大衆の読む大衆紙とのはっきりした
区別がなく、ほとんどの日刊紙は政治、経済、国際のいわゆる　モ硬派。の記
事と文化、家庭、社会、スポーツなどモ軟派ミ　の記事とが共存している。た
だしスポーツ、経済の専門紙は別である。第二に、貿易立国という戦後の日
本の在り方を反映して日本国民一般の海外情勢に対する関心が大きく、それ
が国際関係の記事への関心の高さにつながっているのだろう。
（4）視聴者への迎合による報道のショー化と報道の寅の低下
報道の「ショー化」は特にテレビという視聴覚メディアに顕著に見られる
傾向である。二つの要因がこの傾向を促しているように思われる。第一は、
民放テレビの場合、番組の成否をはかる物指しが視聴率という無機質な数字
であり、その視聴率の高低によってスポンサーの多寡、あるいはコマーシャ
ル科の多寡が左右され、それがテレビ局の営業成績を形成する。この因果関
係は報道番組においても厳として存在する。したがって製作者サイドにとっ
ては、番組の視聴率を上げることが至上命令となり、その行き着いた先が
「報道番組のショー化」だった。1980年代前半には、各テレビ局とも朝、午
後、夕方から夜にかけてという三つの時間帯に、キャスター、タレントを動
員して「ショー」としての報道番組を放映するパターンをほぼ完成させた。
テレビにおける報道の「ショー化」傾向は欧米、とりわけ米国でも著しい。
ロイター通信、NBC、BBC、PBSで記者、特派員、レポーター、編集長など
のポストを経験したベテラン・ジャーナリスト、ロバート・マクニール氏は、
ある講演でこう述べている。
「1960年代半ばから、アメリカ人はニュース報道を新開よりテレビに頻
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ってきた。この傾向は今も変わらないが、テレビのニュース報道の性格は
変わってきた…娯楽とニュースの間の境を曖昧にするようなメディアの形
成が盛んになりつつあることも、もう一つの傾向としてあげられる…事実
と虚構が非常に密接に混在しているようなメディアの状況は、人にその区
別をわかりにくくさせ、おそらくはその区別を気にもしなくさせ、あるい
は事実を軽視させることとなろう…つまり市場をめぐる兢争の激化がジャ
ーナリズムの伝統的な規範を損なっているともいえるだろう。問題は、生
き残るためには真面目なジャーナリストも、娯楽的な要素が強く若者受け
のするこれらの新しい情報番組づくりに追随せざるを得なくなっているの
か、ということである」－4
（5）デジタル技術の発達によるメディアの多様化
世界的に活字メディア、とりわけ日刊紙の発行部数の減少が顕著になって
いる。2003年において日刊紙は世界全体で4－10％の減を記録した。ヨー
ロッパだけをとってみても、国際的に定評のある高級紙を例に取ると、rイ
ンタナショナル・ヘラルド・トリビューンj紙は販売実数が4．16％、英rフ
ィナンシャル・タイムズj紙は6．6％それぞれ減った。また1998年－2003年
の5年間で、ドイツでは7．7％、デンマークでは9．5％、オーストリアでは
9．9％、ベルギーでは6．9％、それぞれ日刊紙の販売部数が減少した㌔
その主たる原因は（1）インターネットによるニュース閲覧が一般化した
こと、（2）無代紙が普及したこと、の二つである。とりわけインターネッ
トの影響が巨大である。ウェブサイトは日毎に増え続け、2α通年第一四半期
だけで470万の新しいウェブサイトが誕生した。2（沿5年初頭現在で、世界中
のウェブサイトの総数は約70㈱万にのぼり、これにアクセスする利用者の教
は7億人と推定されている。その中に、正確な数は不明だがニュースを配信
するウェブサイトも多数含まれていることは明らかで、多くのものが新聞を
買うより仕事その他で使用するウェブサイトでニュースを知る習慣を身に着
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けるようになっているI5。
インターネットの情報伝達分野での機能について、最近、新たな側面が注
目されはじめた。それは「プログ」（正式名称はウェブログ。主宰者だけで
なく誰でもコメントを書くことができる）と呼ばれる日記スタイルのホーム
ページがメディアの報道に影響を与えるようになったからである。2㈱4年秋、
米大統領選挙戦が熱を帯びていた時期に、3大ネット局のひとつ、CBSテレ
ビのプッシュ大統領の軍歴に関する報道がこのプログへの投稿によって誤報
と判明し、幹部4人が辞任、看板キャスターのダン・ラザー氏が降板に追い
込まれた。また2005年に入ってからは、イラク駐留米軍に関するCNNテレ
ビの報道部門の最高責任者、イーソン・ジョーダン氏の批判発言がプログで
流され、同氏は辞任せざるを得なくなった。米NPOの調査によると2（カ5年
1月現在でインターネット利用者の27％がプログを読み、7％がみずからプ
ログを運営ないし作成しているという17。
おわりに
以上見てきたように、いまメディアは通信技術の革命的進歩によって惹起
された構造的な変革期の只中にある。このメディアを通じて行われる国際報
道も、大きな変化を経験しつつある。しかも見逃してならないのは、メディ
アの変革と、国際関係における「ポスト冷戦」という新しい国際システムへ
の移行とが同時並行して進んでいることである。そのために、報道と国際情
勢の展開との相互関係はいっそう複雑なものになっている。
その最も特徴的な表われが、報道と政府当局者および政治家、すなわち政
策立案、執行の側との確執の高度化であろう。政策立案、執行の側は報道の
影響力増大を政策の遂行にいかに利用するかに腐心するようになった。すな
わち政府側による情報操作の高度化である。また報道の側は、情報操作に利
用されることを防ぐことにこれまで以上に大きな努力を払わなければならな
くなった。手のこんだ情報操作の例としてよく引き合いに出されるのが19釦
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年8月2日サダム・フセイン大統領独裁支配のイラクによるクウェート侵攻、
いわゆる第一次湾岸戦争当時のクウェート政府によるものである。
プッシュ（父）米政権はイラクの軍事的野望を挫くために米軍による介入
を目指していたが議会をはじめ米世論は直接の軍事介入に慎重だった。19卯
年10月10日、クウェートから来たナイーラという15歳の少女が米議会人権委
員会で証言、侵攻イラク草がクウェート市内の病院で未熟児15人を保育器か
ら床に放り投げ、死亡させたと涙ながらに訴えた。この証言は全米にテレビ
中継されて米世論に大きな衝撃を与え、それまで派兵に消極的だった世論と
議会の空気は大きく派兵賛成へと傾き、米上院は5票の僅差ながら派兵承認
決議を可決した。プッシュ大統領はこのあとの40日間でこの少女の証言を10
回も引用したという。米国は1991年1月17日、イラクに対して開戦した。
ところが1992年1月にrニューヨーク・タイムズj紙が暴露したところに
よると、この少女は実はクウェートの駐米大使の娘で、この「涙ながらの証
言」はクウェート政府から米議会に対して軍事介入を求めるロビー活動を依
赦された米PR会社の演出によるものだったのである。
こうした情報操作は氷山の一角にすぎない。米国のみならず、世界中で政
府も大企業も、あるいはもろもろの組織やグループが、メディアの影響力を
いかに利用するかにしのぎを削っている。これに対して報道に携わるジャー
ナリストの側も当然警戒を強めているが、その能力には限界がある。
情報操作とならんで影響力を増した国際報道に対してもう一つの大きな制
約要因となっているのは、皮肉なことに、影響力の増大をもたらした通信技
術の発達そのものに起因するものである。すなわち、速報競争の激化による
報道の「賀」の低下だ。富沢喜一元首相がいみじくも指摘したように「電子
媒体やテレビなど映像メディアの台頭で即断重視、深さが犠牲になる傾向が
出てきた」ことは否定できない18。分析の深さだけでなく、速さを競うあま
りに事実関係の確認作業がおろそかになり、それが誤報に結びつくケースも、
特にテレビのような視聴覚メディアの報道では増えている。
－4－
（284）
こうした制約要因を克服するために、メディア、とりわけ国際報道をふく
む報道に携わるジャーナリストはどうしたらよいのか。大きく分けて二つの
道がある。しかもそのどちらもおろそかにできない重要な項目である。すな
わち、（1）事実に忠実であるという報道の原点に常に立ち返る努力をする
こと、（2）報道の対象である読者、視聴者の国際間題への理解を深め、報
道を阻噂し、かつ批判する力を強めること、つまり読者、視聴者への啓蒙－
である。これによってある意味で不可抗力ともいえる情報操作への国民の側
の耐性を強めることができる。
メディアはたしかに影響力を革命的に増大させている。しかし、影響力の
増大は必ずしも建設的な効果を生むとはかぎらない。その影響力が否定的な
効果を発揮する場合ももちろんある。たとえば第3章で指摘したようなメデ
ィア側のおごりと、それに基づく窓意的な報道である。国際報道においても、
同様なことはあてはまる。とりわけ国際政治的に否定、肯定の立場の対立が
鮮烈な対象において、報道する側の政治的立場のいかんによって報道の与え
る印象がまったく異なるという現象が生じる。もっとも最近の例では、2∝B
年の米プッシュ政権によるイラク戦争での報道が挙げられる。アラブ世界の
多くの人々は米国の中東における軍事力行使に反感を抱いた。アラブ世界を
対象とするアラブ系衛星テレビは、地域のこうした反米感情を意識して、テ
ロリストの宣伝と承知の上でその人質処刑場面を放映するなど、偏向報道を
行なった。
このような慈恵的な報道は、メディアの影響力が大きくなればなるほど、
ひんばんに行なわれる可能性がある。その筈を少しでも抑えるには、報道す
る側の客観報道への努力と、読者、視聴者の「賢さ」の二つが欠かせない。
報道とは、つまるところ、報道する側と受け手、すなわち読者、視聴者の双
方によって成立する営みだからである。
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【注】
1本稿は2005年1月13日、友田が行なった「メディアは世界を変えるか－国
際報道の可能性と限界」と題する亜細亜大学国際関係学部の国際報道論最
終講義に加筆したものである。
21995年11月26日付けH本経済新聞掲載の宮澤喜一元首相とのインタビュー。
3　同上。
4ベーカー元国務長官の1995年10月12日、ワシントンのナショナル・プレスク
ラブでの漸寅。1995年10月15日付産経新聞による。
51993年9月23日付朝日新聞によると、衆院政治改革調査特別委月余理事会
は同22日、民放連から椿発言の議事録の捷出を受け、その内容を公表した。
これによると、椿氏は「反自民の連立政権を成立させる手助けになるよう
な報道をしようではないか。そういう考え方を報道部のデスクとか編集担
当者と話してまとめていた…新党とさきがけと新生党の三つを合わせて
103議席になって社会党を上回る勢力になったのも、これも僕はテレビの
報道の結果だと思います」などと述べている。
‥DOTHENEWSMEDIAMAKEFOREINGPOLICY？’byBillKovach
（撤e彿物Spring1996，No，102）。ここでは以下の二冊の本が取り上
げられている。エ血的C劃刀e喝I梅r血腸血了も血d瑠y以Ⅷ2g加訂－
natLuZalFbH癒sP byJohannaNeuman（St．MartlnPress，NewYork）．7Yze
Cpが陀伽ぶ．’抽励仇yα謂eSand肋e伽とAm泌血肥咄byTed
GalenCarpenter（CatoInstitute．Washmgton）
7ウッドハウス咲子著r日露戦争を演出した男モリソン」上・下（1988年東
洋経済新報社刊、2脇年新潮文庫）
8　同上
9友田錫著r裏切られたベトナム革命－チュン・ニュー・タンの証言j（中
公文庫、1鋸貢）
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IOウッドハウス咲子著F日露戦争を演出した男モリソン」新潮文庫版あとが
き
111998年11月9日付け朝日新聞夕刊。
12同上
13r多メディア時代の新開力」（「2（刀3年全国メディア接触・評価調査」報告
書、日本新開協会、遷頁）およびF現代の新開読者とマスコミ接触の実態
一全国新聞信頼度総合調査1983年j（日本新聞協会研究所、19糾年9月、30
頁）
14ロバート・マクニール「アメリカにおけるメディアの役割一節度ある言論
の場として」（F国際文化会館会劉Vol．7，No．2，19％年7月、同年4月10
Hの国際文化会館での講演から）
15血ねsetZCZise．parIgnacioRamonetOJeMondediplomatlque．Janvier
2005，No．610）
16同上
16産経新聞2（抑5年2月18日朝刊6両。
I8前出、日本経済新聞による宮沢喜一元首相へのインタビュー
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